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Ⅰ．平成２３年度決算の概要



3

損益の状況

　経常利益は、コア業務純益の増加や有価証券関係損益の改善に加えて、大口の償却債権取立益を計上し、信用
　 コストが減少したことにより 、過去最高益

　コア業務純益は、コア業務粗利益の増加およびコストマネジメント効果による経費減少によって増益

平成23年度決算(単体） （単位：百万円）

前年度比 増減率

コア業務粗利益(注1) 83,361 84,731 ＋  1,370 ＋ 1.6%

資金利益 77,322 78,309 ＋  987
役務取引等利益 4,584 5,053 ＋ 469

うち預り資産収益 1,951 2,469 ＋ 518
1,455 1,367 △ 88

経費（△） 47,629 47,424 △ 205 △ 0

人件費 26,234 26,337 ＋ 103
物件費 19,318 18,957 △ 361
税金 2,077 2,128 ＋ 51

コア業務純益（注2） 35,732 37,306 ＋ 1,574 ＋ 4.4%

信用コスト（△）①+②-③ 9,748 4,089 △ 5,659
一般貸倒引当金繰入額① △ 2,426 △ 3,213 △ 787
不良債権処理額② 12,174 12,032 △ 142
償却債権取立益③ - 4,729 ＋ 4,729

有価証券関係損益 △ 824 411 ＋ 1,235

国債等債券関係損益 △ 1,038 2,137 ＋ 3,175
株式等関係損益 214 △ 1,726 △ 1,940

その他の臨時損益 △ 956 424 ＋ 1,380

経常利益 24,203 34,052 ＋ 9,849 ＋ 40.7%

特別損益 △ 432 △ 228 ＋ 204

税引前当期純利益 23,771 33,824 ＋ 10,053

当期純利益 14,753 18,381 ＋ 3,628 ＋ 24.6%

（参考）比較のため平成22年度の償却債権取立益を臨時損益（信用コスト）に修正

（修正後）信用コスト（△）①+②-③ 8,022 4,089 △ 3,933

一般貸倒引当金繰入額① △ 2,426 △ 3,213 △ 787

不良債権処理額② 12,174 12,032 △ 142
償却債権取立益③ 1,726 4,729 ＋ 3,003

その他業務利益〈除；国債等債券関係損益〉

平成23年度平成22年度

（注1）コア業務粗利益・・・国債等債券関係損益を除く「業務粗利益｣

（注2）コア業務純益・・・コア業務粗利益 - 経費

コア業務粗利益･･･前年度比+1,370百万円

 ○貸出金及び有価証券の運用増強による資金利益の増加

 ○預り資産収益の増加による役務取引等利益の増加

経費･･･前年度比△205百万円

 ○コストマネジメントによる物件費抑制

コア業務粗利益の増加及び経費の減少によりコア業務純益増加

前年度比+1,574百万円

信用コスト･･･前年度比△5,659百万円

一般貸倒引当金繰入額（前年度比△787百万円)

 ○引当率の低下により繰入減少

償却債権取立益（前年度比+4,729百万円)

 ○今期より特別利益から臨時収益へ

有価証券関係損益･･･前年度比+1,235百万円

国債等債券関係損益　（前年度比+3,175百万円）

 ○国債等の売却益増加により、国債等関係損益が増加

株式等関係損益　（前年度比△1,940百万円）

 ○株式等の売却益減少により、株式等関係損益が減少

コア業務純益の増益に加え、信用コストの減少・有価証券関係

損益の増加等により経常利益は増益

前年度比+9,849百万円

特別損益・・・前年度比+204百万円

 ○固定資産減損の減少

 ○償却債権取立益が今期より特別利益から臨時収益へ

以上の結果、当期純利益は増益　　　 前年度比+3,628百万円

 ○法人税率引下げによる繰延税金資産等取崩しの影響額△2,529百万円

主な増減要因等（前年度比）
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資金利益は、貸出利回りが低下したものの、貸出および有価証券平残増加により増益

役務取引等利益は、預り資産関係手数料の増加により増益

コア業務粗利益の増減要因（２３年度）

（注）利回り差は預金等利回りとの差を使用

うち邦貨
（単位：億円）

貸出金運用益

うち外貨

資金利益

うち邦貨

有価証券運用益
コア業務粗利益

うち外貨

その他
　

うち預り資産関係手数料

役務取引等利益

その他

その他

・・・内国為替手数料▲０．９ など

・・・保険販売手数料＋３．５、投資信託関係手数料＋１．０など

･･･ 新規デリバティブ契約の減少 ▲０．８　▲ ０．８

＋４．６

＋ ５．１

▲ ０．５

　＋９．８

▲ ８．０

　＋１６．８

ボリューム要因　　▲２．０　（貸出金平残　１８６億円減少）

利回り差要因等　 ▲０．８　（利回り差 ０．０９％縮小）

　＋１３．７

　＋ １．０ ・・・短期市場運用の増加

▲ ７．９

22年度比

ボリューム要因　▲３．８　（有価証券平残１３９億円減少）

利回り差要因等 ▲４．１　（利回り差　０．５２％縮小）

▲ ５．２
ボリューム要因　　＋１６．１　（貸出金平残　９５９億円増加）

利回り差要因等　　▲２１．３　（利回り差 ０．０７％縮小）

▲ ２．８

ボリューム要因　＋２２．７　（有価証券平残１，６１３億円増加）

利回り差要因等　＋２．０　（利回り差　０．０１％拡大）
＋ ２４．７
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＜預金等地区別残高推移＞ （単位：億円）

前年度比 増減率

37,171 37,959 ＋788 ＋2.1%
1,919 2,030 ＋111 ＋5.8%
1,580 1,632 ＋52 ＋3.3%
2,068 2,237 ＋169 ＋8.2%
1,137 1,247 ＋110 ＋9.7%
3,177 3,838 ＋661 ＋20.8%

57 59 ＋2 ＋3.5%

47,109 49,002 ＋1,893 ＋4.0%

＜預り資産残高推移＞ （単位：億円）

4,110 4,128 ＋18 ＋0.4%
預り資産販売額 625 819 ＋194 ＋31.0%
預り資産収益 19.5 24.6 ＋5.1 ＋26.2%

＜貸出金地区別残高推移＞ （単位：億円）

前年度比 増減率

20,406 20,638 ＋232 ＋1.1%
2,149 2,153 ＋4 ＋0.2%
2,296 2,444 ＋148 ＋6.4%
3,091 3,142 ＋51 ＋1.6%
2,353 2,458 ＋105 ＋4.5%
4,583 4,755 ＋172 ＋3.8%

34,878 35,590 ＋712 ＋2.0%

中国
近畿
東京・名古屋

合計

愛媛県内
四国（除く愛媛県）
九州

地域

２２年度 ２３年度

預り資産

２２年度 ２３年度

合計

近畿
東京・名古屋
海外等

地域

愛媛県内
四国（除く愛媛県）
九州
中国

預貸金・預り資産の状況

　 「預金等」は前年度比４％増加、「貸出金」は同２％増加し、１５年連続の増加

　 預貸金ともに全地区で増加しており、増加額では愛媛県内が最も多い

貸出金残高

地区別構成比

貸出金残高

地区別構成比

預金残高

地区別構成比

預金残高

地区別構成比

預
金
等

貸
出
金

2４年３月末愛媛県内シェア（除くゆうちょ・農協等）

愛媛県内

58.0%

四国

6.1%

九州

6.9%

中国

8.8%

東京・名古屋

13.4%
近畿

6.9%

37 .8%

52 .5%

15.3%

6.6%

13.7%

6.0%

25.2%

23.1%

8.0%

11.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

当行 当行以外の地銀 都銀・信託 第二地銀 信金

海外等

0.1%

近畿

2.5%

東京・名古屋

7.8%中国

4.6%
九州

3.3%

四国

4.1%

愛媛県内

77.5%

※預貸金期末残高の内訳等は参考資料編１５、１６頁を参照
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信用コストおよび開示不良債権の状況

＜金融再生法開示不良債権額・比率推移＞

＜要因別信用コスト推移＞

　信用コストは、金融円滑化法の出口戦略として保守的な引当（４７億円）を実施したものの、前年度比で減少

　開示不良債権比率は、危険債権の減少等により２．１８％と、引き続き低水準を維持

（単位：億円、%）

前年度比

188 108 80 40 △ 40
倒産 134 41 53 12 △ 41
ランクダウン等 86 108 82 99 17
ランクアップ・回収 △ 27 △ 27 △ 14 △ 19 △ 5
一般貸倒引当金繰入額 8 14 △ 24 △ 32 △ 8
償却債権取立益（△） 14 28 17 47 30

0.57 0.32 0.23 0.11 △ 0.12p
（※1）【23年度基準】信用コスト＝一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理額-償却債権取立益　　　（端数処理のため、合計が一致しないことがある。)

与信費用比率 ※1

21年度 22年度 23年度

信用コスト合計 ※1

20年度

20年度 21年度 22年度 23年度
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 177 136 107 96
危険債権 528 497 616 525
要管理債権 114 143 141 182
開示不良債権合計 820 777 865 804
開示不良債権比率 2.35% 2.19% 2.39% 2.18%

（単位：億円）

変更内容 時期

一般貸倒引当金 2

個別貸倒引当金 27

47合計

破綻懸念先の引当率に50％のフロ
アルール設定

23年9月末

信用コスト影響額

条件緩和債権の計画救済先を要
管理先と合算して引当

24年3月末 一般貸倒引当金 18

＜２３年度における引当基準変更＞ （単位：億円）
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有価証券評価損益および自己資本比率の状況

有価証券評価益は、株価の上昇により１，０４１億円に増加

連結自己資本比率（国際統一基準）は、１３．０６％、連結Ｔｉｅｒ１比率は、１０．０６％

有価証券評価益(単体)の推移有価証券評価益(単体)の推移

（22/3期に 劣後ローン370億円を導入）

日経平均
（円）

（億円）

連結自己資本比率の推移

（基礎的内部格付手法）

連結自己資本比率の推移

（基礎的内部格付手法）

1 , 0 4 1 億 円
8 1 7 億 円1 , 0 0 2 億 円

3 9 1 億 円

1 , 3 9 8 億 円

1 1 , 0 8 9 円

1 0 , 0 8 3 円
9 , 7 5 5 円

8 , 1 0 9 円

1 2 , 5 2 5 円

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2 0 / 3 2 1 / 3 2 2 / 3 2 3 / 3 2 4 / 3

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

有価証券評価損益 日経平均株価(右軸)

リスクアセット
（円）

3 1 ,5 4 6 億 円3 1 ,7 1 0 億 円3 2 ,7 5 0 億 円3 0 ,0 5 0 億 円2 9 ,3 2 1 億 円

9.05% 9.31%

8.86%
9.56%

10.06%

11.64%
10.55%

11.87% 12.29% 13.06%

26,000

28,000

30,000

32,000

34,000

2 0 / 3 2 1 / 3 2 2 / 3 2 3 / 3 2 4 / 3

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

8.00%

10.00%

12.00%

14.00%

リスクアセット(左軸) 連結Tier1比率 連結自己資本比率

00
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２００９年度中計目標達成状況

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 中計目標

（※）ＲＯＥは株主資本に株式等の含み益を含むベース（2006年度中計は「含まない」ベース）

2.39％ 2.18％ 2％以下

連結自己資本比率 10.55％ 11.87％ 12.29％ 13.06％ 11.5％以上

57.1％ 55.9％ 54％台

ＲＯＥ（※） 3.36％ 3.90％ 4.12％ 4.88％ 5.5％以上
管
理
項
目

コアＯＨＲ 56.8％ 59.0％

不良債権比率 2.35％ 2.19％

4兆7,109億円 4兆9,002億円 4兆7,000億円以上

貸出金期末残高 3兆3,681億円 3兆4,221億円 3兆4,878億円 3兆5,590億円 3兆7,000億円以上

357億円 373億円 410億円以上

当期純利益 113億円 130億円 147億円 183億円 210億円以上
基
本
目
標

コア業務純益 359億円 330億円

預金等期末残高 4兆4,496億円 4兆6,088億円

2009年度中計期間

　 コア業務純益は、預貸金利回り差の縮小と預り資産収益の伸び悩みにより未達

　「当期純利益」は法人税率引下げによる繰延税金資産等取崩しの影響額（２５億円）がなければほぼ達成
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２４年度業績予想
　 ２４年度の経常利益は２６５億円、当期純利益は１６０億円を予想

　１株当りの配当金額を９円（＋１円）に引き上げるとともに、期末配当において　　　　　
　　創業１３５周年記念配当（１株あたり１円）を実施し、２４年度の年間配当は１０円を予定

●24年度（単体）業績予想 （単位：億円）

中間期実績 中間期予想 前年同期比 前年度比

コア業務粗利益 428 847 430 ＋ 2 840 △  7

うち資金利益 394 783 395 ＋ 1 775 △  8

うち役務等利益 26 50 27 ＋ 1 51 ＋ 1

経費 241 474 245 ＋ 4 470 △  4

コア業務純益 187 373 185 △  2 370 △  3

信用コスト 4 40 60 ＋ 56 90 ＋ 50

経常利益 178 340 105 △ 73 265 △  75

当期(中間)純利益 107 183 65 △ 42 160 △  23

経常収益 543 1,112 505 △ 38 1,015 △  97

24年度年間予想　23年度年間実績

●年間配当予想

中間期末 期末 年間

24年3月期 5円 4円 9円

25年3月期 4.5円 5.5円 10円
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（平成2４年4月～2７年3月）

Ⅱ．２０１２年度中期経営計画
～持続的成長力を備えた中四国Ｎｏ．１の

ソリューション・バンクへの変革～
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２０１２年度中計の体系
　持続的成長力を備えた中四国Ｎo．１のソリューション・バンクへの変革を目指す

　中長期的には「時価総額　地銀トップ５」を目指す

目指す

銀行像

親切で頼りがいある
ベストパートナーバンク

中長期的に

目指す財務成果
時価総額  地銀トップ５

～持続的成長力を備えた中四国No.１のソリューション・バンクへの変革～
合言葉：お客さまからの「ありがとう」のために

お客さまの価値
（事業価値・生活価値）向上への約束

持続的成長力
（収益性、生産性、健全性）

＜ 基 本 方 針 ① ＞

お客さまに応じた最高の
ソリューションの提供

＜ 基 本 方 針 ② ＞

卓越した
経営管理態勢の構築

＜ 基 本 方 針 ③ ＞

地域社会との長期的な
Wｉｎ－Ｗｉｎ関係の構築

＜変革のための基盤＞
組織体質の変革 ～10年後を見据えた基盤づくり～

C
S
の
さ
ら
な
る
向
上

E
S
の
さ
ら
な
る
向
上
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２０１２年度中計の数値目標
　グループ一体となって「ソリューション」提供を強化するため、「連結総預り資産残高」、

　 「連結非金利収益額」を目標に設定

実績 ２０１２年度中計
最終年度目標

２３年度 ２６年度

当期純利益 183億円 190億円

コア業務純益 373億円 380億円

総貸出金期末残高 3兆5,590億円 3兆7,500億円

連結総預り資産残高（注１） 5兆3,131億円 5兆6,600億円

粗利益ＲＯＲＡ（注２） 2.7% 2.9%

連結非金利収益額（注３） 250億円 260億円

生産性の
さらなる向上

コアＯＨＲ 55.9% 56％以下

連結自己資本比率（注４） 13.06% 14％以上

連結Ｔｉｅｒ１比率（注５） 10.06% 12％以上

不良債権比率 2.18% 2％以下

健全性の
さらなる向上

数値目標項目

持続的成長力

収益力の
維持・向上

（注１）連結総預り資産残高は「いよぎん証券」を含む
（注２）粗利益ＲＯＲＡ（Ｒｅｔｕｒｎ on Ｒｉｓｋ Ａｓｓｅｔ）　：　コア業務粗利益÷リスクアセット

（注３）連結非金利収益額　：　役務取引等収益＋その他業務収益（除く債券関係）。原価・費用は控除していない。
（注４、５）連結自己資本比率、連結Tier1比率　：　いずれもバーゼルⅢベース（23年度実績はバーゼルⅡベース）。

＜達成すべき財務成果＞

　環境変化に柔軟に対応するため、数値目標、戦略を年度毎にローリング
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利益計画

（単位：億円）

２３年度

前年度比 前年度比 前年度比 中計3年間増減

コア業務粗利益  847  840 △ 7  857 + 17  862 + 5 + 15
 783  775 △ 8  789 + 14  795 + 6 + 12

 50  51 + 1  53 + 2  52 △ 1 + 2
経費（△） 474 470 △ 4 482 + 12 481 △ 1 + 7

（コアＯＨＲ） (55.9%) (56.1%) (△ 0.9ｐ) (56.3%) (+ 0.2ｐ) (55.8%) (△ 0.5ｐ) (△ 0.1ｐ)
うち人件費  263  264 + 1  264 + 0  264 + 0 + 1
うち物件費  189  186 △ 3  196 + 10  195 △ 1 + 6

 373  370 △ 3  375 + 5  380 + 5 + 7
 40  90 + 50  85 △ 5  80 △ 5 + 40

経常利益  340  265 △ 75  298 + 33  316 + 18 △ 24

当期純利益  183  160 △ 23  180 + 20  190 + 10 + 7

信用コスト（△）

計画

コア業務純益

うち資金利益

うち役務取引等利益

２６年度

計画

２４年度

実績

２５年度

計画

　コア業務粗利益・コア業務純益ともに、過去最高益を目指す　　　　　　　

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

0.10 0.10 0.10 0.10

10年国債 0.98 1.20 1.30 1.30

1.73 1.65 1.63 1.60

うち事業性貸出 1.49 1.41 1.38 1.35

うち個人融資 2.49 2.42 2.41 2.38

1.54 1.47 1.40 1.37

0.12 0.10 0.09 0.08

邦貨預貸金利回り差 1.61 1.55 1.54 1.52

邦貨預証利回り差 1.42 1.37 1.32 1.29

無担保コ－ル翌日物

邦貨貸出金利回り

邦貨有価証券利回り

邦貨預金等利回り

（単位：％）

資金利益
中小企業向け融資を中心とする事業性貸出の強化

住宅ローン、カードローンを中心とする個人融資の強化

調達コストの削減

有価証券運用の高度化

非金利収益
カード業務、ソリューショ ン業務の強化

インターネット外貨預金やデリバティブの増強

経費削減

利益押し上げのための施策利益予想の前提金利

新営業店端末
導入等のＩＴ投
資増加
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資金利益は、貸出、有価証券ともに利回り低下が見込まれるものの、平残増加により増益

役務取引等利益は、クレジットカード業務収益やソリューション関連手数料の増加により増益

コア業務粗利益の増減要因（２６年度予想）

（単位：億円）

（注）利回り差は預金等利回りとの差を使用

貸出金運用益

資金利益

有価証券等運用益

コア業務粗利益

その他

うち預り資産関係手数料
いよぎん証券開業にともなう顧客移管の影響

役務取引等利益 ⇒伊予銀行といよぎん証券との連携により、グループ全体での収益力強化を図る

その他

利回り差要因　　 ▲３３ 　（利回り差 ０．０９％縮小）

ボリューム要因　＋３７　（有価証券平残 ２，５３０億円増加）

利回り差要因　　 ▲２３ 　（利回り差 ０．１３％縮小）

　　▲　１
ボリューム要因　＋３２　（貸出金平残 ２，０００億円増加）

・・・短期市場運用利回りの低下

・・・ＩＹＯＣＡ商品性向上による収益力強化、ソリューション関連手数料増強など

・・・

　　 ＋ ３

＋３

０

　　▲　１

２６年度予想（２３年度比）

＋１５

＋１２

　  ＋　１４

（参考）「いよぎん証券」の収益見込み９億円
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預貸金・預り資産増強計画

　　

　　

＜預金等・預り資産末残計画＞ （単位：億円）
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

実績 計画 前年度比 計画 前年度比 計画 前年度比 中計３年間増減

預金等 49,002 50,100 +1,098 51,000 +900 51,650 +650 +2,648
うち個人預金 31,465 32,150 +685 32,750 +600 33,200 +450 +1,735

預り資産残高 4,128 4,300 +172 4,240 △60 4,260 +20 +132

53,131 54,400 +1,269 55,240 +840 55,910 +670 +2,779
（参考）「いよぎん証券」残高（注） 0 180 +180 500 +320 830 +330 +830
　　　　　（注）「いよぎん証券」残高は本体の「預金等＋預り資産」には含まれていない。

＜貸出金末残計画＞ （単位：億円）

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

実績 計画 前年度比 計画 前年度比 計画 前年度比 中計３年間増減

貸出金 35,590 36,500 +910 36,800 +300 37,500 +700 +1,910
事業性貸出金 24,827 25,570 +743 25,820 +250 26,450 +630 +1,623

うち中小企業向け 17,986 18,300 +314 18,400 +100 18,650 +250 +664
うち愛媛県内 12,126 12,470 +344 12,510 +40 12,600 +90 +474

個人向け貸出金 8,957 9,080 +123 9,200 +120 9,350 +150 +393
1,805 1,850 +45 1,780 △70 1,700 △80 △105

　　　　　（注）「うち中小企業向け」、「うち愛媛県内」はともに「事業性貸出金」の内訳である。

預金等＋預り資産

公共向け貸出金

預金等は、個人預金を中心に積み上げを図り、今年度には５兆円超、２７年３月末残高５兆１，６５０億円を計画

貸出金は、地域内での中小企業、個人融資に対する取組みを強化し、２７年３月末残高３兆７，５００億円を計画

20,000

30,000

40,000

50,000

9/3 12/3 15/3 18/3 21/3 24/3 27/3

（億円）
預金等

預金等＋預り資産
貸出金

＜預貸金等・預り資産残高の推移＞

27/3　
計画

預貸金とも、
１８年連続で増加を目指す

0
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２０１２年度中計の基本方針
　中計目標を達成するため、４つの基本方針と２１の基本戦略を策定

お客さまに応じた最高のソリューションの提供

　[ 法人戦略 ]

　◆　接触頻度・情報蓄積拡大による事業所先との
　　　リレーション強化

　◆　企業のライフサイクルに応じたソリューション
　　　提供力の強化

　◆　アジアの成長を取り込む国際化支援態勢の構築

　◆　海運業向け融資・ソリューション提供力の強化

　[ 個人戦略 ]

　◆　長期・安定取引につながる個人取引基盤の構築

　◆　迅速で利便性の高い消費性ローン提供態勢の構築

　◆　「地域浸透度No.１カード」の創出

　◆　富裕者層向け資産運用ソリューション提供力の強化

　[ 法人・個人共通戦略 ]

　◆　県内シェア拡大

　[ チャネル戦略 ]

　◆　マーケットに応じた店舗網の最適化

　◆　ダイレクトチャネルの革新

卓越した経営管理態勢の構築

　◆　リスクテイク能力拡大に向けた信用リスク管理態勢
　　　の高度化

　◆　市場運用力の強化とALMの高度化

　◆　システムリスク管理態勢の高度化とIT資源の戦略的整備

　◆　実効性の高い組織態勢の整備と経営資源の最適配分

　◆　営業力強化に向けたビジネスプロセスの革新

地域社会との長期的なWin-Win関係の構築

　
　◆　地域経済活性化支援の拡充

　◆　環境保全への貢献強化

　◆　地域社会に対するブランド戦略の強化

＜基本方針①＞ ＜基本方針②＞

＜基本方針③＞

組織体質の変革 ～10年後を見据えた基盤づくり～
＜変革のための基盤＞

◆　働く喜びと成長への意欲にあふれる人財の育成・確保
      ◆　ＣＳマインドとチャレンジ精神にあふれる組織風土の醸成
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強固なリレーションの構築と最高のソリューションの提供

　　　　

　対面、非対面チャネルによる接触強化、データベースの活用等により、地域のお客さまとの
　　強固なリレーションを構築

　リレーションを基礎として最高のソリューションを提供し、シェア拡大を図る

シェア拡大

法人戦略 個人戦略

強固なリレーションを構築

最高のソリューションの提供

接触頻度・情報蓄積拡大による事業所先とのリレーシ
　　ョン強化

ＣＲＭシステムへの法人取引先情報の登録、活用

ビジネスローンセンター新設

管理基準に応じた訪問頻度管理強化

長期・安定取引につながる個人取引基盤の構築

ＣＲＭ、ＥＢＭの積極的な活用

非対面チャネル拡充による接触困難先へのアプローチ

女性、若年層への取組み強化

個人株主増強、取引拡大

企業のライフサイクルに応じたソリューション提供力の
　 強化

アジアの成長を取り込む国際化支援態勢の構築

海運業向け融資・ソリューション提供力の強化

迅速で利便性の高い消費性ローン提供態勢の構築

「地域浸透度Ｎｏ．１カード」の創出

富裕者層向け資産運用ソリューション提供力の強化
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〔法人戦略Ⅰ〕企業のライフサイクルに応じたソリューション提供力の強化

　企業の成長段階に応じたコンサルティングメニューを提供し、企業の持続的成長・発展をサポート

　創業期企業の支援に注力し、取引先の裾野を拡大するとともに、地域経済活性化にも貢献

207 230
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45

67

80
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40

35

49

0

100

200

300

400

500

600

24/3

実績

25/3

計画

26/3

計画

27/3

計画

（百万円）

その他

Ｍ＆Ａ

４０１ｋ

私募債

シ・ロー

ン等

440

380

329

500

産学官連携支援

ビジネスマッチング

事業展
開支援

コンサルティ
ング業務

企業戦
略支援

創業準備期 創業期 成長期 安定期

事業承継

Ｍ＆Ａ

売れる商品作りのサポート（商品ブラッシュアップ）

商談会開催・取引先紹介（広域店舗網の活用）

マーケティング調査

事業計画・事業戦略アドバイス

企業の成長段階

補助金・助成金情報の提供

研究機関（大学・産業技術総合研究所等）の紹介

コーディネーター（えひめ産業振興財団・商工会議所・商工会・中小企業基盤整備機構等）の紹介

人事制度・企業年金制度・社員教育サポート

資金調達（シンジケートローン・私募債）

業種別

医療・介護業界

一次産業

ものづくり企業

各種経営コンサルティング

ソリューション提供体制の強化ソリューション提供体制の強化

907

1,000

1,200

1,400

600

800

1,000

1,200

1,400

24/3

実績

25/3

計画

26/3

計画

27/3

計画

ソリューション関連手数料の増強

ソリューション成約件数の増加

0

（件）



19

〔法人戦略Ⅱ〕アジアの成長を取り込む国際化支援態勢の構築

　平成２４年４月にシンガポール駐在員事務所を開設し、アジアでのネットワークを構築

　海外サポート体制を強化し、地域やお取引先の国際化をコーディネート　　

アジアネットワークの活用

香港支店

上海駐在員
事務所

シンガポール
駐在員事務所

【中国】
業務提携：
大連銀行

【タイ】
業務協力：

カシコン銀行

海外事業
支援室

・海外進出に関する各種情報の提供
・海外進出に関するアドバイス
・貿易業務、資金決済に関するアドバイス
・現地での資金調達
・海外ビジネスマッチングの実施
・海外進出に関するセミナーの開催　等

【日本】
業務提携：

日本貿易保険

地域やお取引先の国際化をコーディネート

海外サポート体制

・投資環境、業界動向、現地情報の提供
・銀行取引のサポート（口座開設等）
・貿易取引に係るリスクのアドバイス　等　

・投資環境、業界動向、現地情報の提供
・会計、税務、法務等に関する現地専門
　家の紹介
・現地法人設立に関するアドバイスなど、
　現地進出のサポート　等

シンガポール駐在員事務所の活用シンガポール駐在員事務所の活用 海外金融機関等との業務提携海外金融機関等との業務提携 海外ビジネスに係るソリューションの提供海外ビジネスに係るソリューションの提供

お取引先

国内

ＪＥＴＲＯ
日本貿易保険
物流会社
保険会社
地公体
リース会社
　　　など

伊予銀行

営業店
海外事業支援室

海外拠点

海外

金融機関
会計士・税理士
弁護士
　　　など
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〔法人戦略Ⅲ〕海運業向け融資・ソリューション提供力の強化

5,257
5,4175,295

4,792

4,2354,214

3,769

13.5%

12.1%12.3%

11.2%

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

21/3 22/3 23/3 24/3
実績

25/3
計画

26/3
計画

27/3
計画

（億円）

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

海運関連融資残高 海運関連融資比率

0 0%

　　船主との強固なリレーションのもと、地場産業として成長を安定的に支援

　

※海運関連融資残高は業種別貸出金残高（参考資料編16頁）の数値を使用している

　27/3月期までのほぼ確定された実行計画による
残高見込みでは、26/3月期がピーク。
　今後も有力船主を中心に良質な案件持込が予想さ
れることから、引き続き安定的な推移を見込む。

伝統に裏打ちされた調整局面を乗りきる耐久力

優れた船舶管理能力

有力オペレーターとの長期傭船契約が主体

競争力のある船舶を保有

海運関連融資残高・同比率の推移予想海運関連融資残高・同比率の推移予想

当行の海運関連融資の特長と取組方針当行の海運関連融資の特長と取組方針

海運市況の見通し海運市況の見通し

当面は船舶需給ギャップ解消への調整局面

新興国を中心とした経済成長により輸送需要は拡大見込

愛媛船主の特長愛媛船主の特長

耐久力に優れた有力船主と、強固なリレーションを構築

愛媛船主の6割と取引、有力船主に取引を集中

　（残高上位20社で海運関連融資の約8割を占める）

豊富な船舶データ(1,000隻以上)に基づくノウハウの蓄積

市況に左右されない融資スタンス

実需に応じた船舶案件への安定的な取組

27/3までの取組予定案件は51隻

今後も優良案件に安定的に取組む方針
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〔個人戦略Ⅰ〕迅速で利便性の高い消費性ローン提供態勢の構築

　　　　

　外部の専門ノウハウを活用しながら、若年層・資産形成層にとって、魅力的な商品を提供
　手続きの利便性・迅速性を徹底的に向上させるとともに、利用しやすい消費性ローンの

　 提供態勢の構築

テレビＣＭの質の向上

積極的なＤＭ・テレマーケティ　
　ングの展開

ＡＴＭコーナーでの広告積極化

商品性：利便性の向上

【カードローン】
新スピードカードローンの商品

　改定
ＡＴＭカードローンの開発

【無担保ローン】
外部保証導入
エコリフォームローンの導入
住宅ローン先専用商品の導入

303292

284

282
1,492

4,950

11,700
12,400

270

275

280

285

290

295

300

305

24/3
実績

25/3
計画

26/3
計画

27/3
計画

（億円）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

（件数）

残高 申込件数

216210
199196

185

190

195

200

205

210

215

220

24/3
実績

25/3
計画

26/3
計画

27/3
計画

（億円）

無担保ローン（除くカードローン）残高推移計画

カードローン残高・申込件数推移計画

プロモーション：認知度の向上

顧客属性・取引データによるマー
　ケティング分析に基づくターゲッ
　トの絞込み

ダイレクトマーケティングセンター
　の拡張

チャネル：ダイレクトチャネル
　機能の向上

0

0
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〔個人戦略Ⅱ〕「地域浸透度Ｎｏ．１カード」の創出

① 地元企業との連携による「地域カード」の開発

② 地元企業とタイアップしたクレジットポイント交換
　 景品の導入

③ 会員向け特典サイト 　　
　「IYOCA WORLD」の運営、拡充

④ クレジット利用に関する啓蒙活動　　　　　　　　
　 および利用可能先の周知活動

　ＩＹＯＣＡをリテール戦略の中心と位置付けて「地域で一番利用されるカード」への成長を図る

　決済口座の囲い込みによるメイン化を推進するとともに、

非金利収益の増強およびクレジットデー タを活用したリテール商品のクロスセルを実現する

本体発行カードの総枚数は18万枚程度（うちIYOCAは

14万枚超）と一定規模に到達。

SP利用金額は順調に増加しており、今後3年間で

さらなる増強を図る。

　 　 　

会員データを
活用した

クロスセル

ショッピング
（SP）利用金額
拡大による

非金利収益増強

決済口座囲い込み
による

メイン化推進

カード枚数・ショッピング利用金額の増強カード枚数・ショッピング利用金額の増強 「地域で一番利用されるカード」への成長戦略「地域で一番利用されるカード」への成長戦略

【カード枚数とショッピング（ＳＰ）利用金額の推移】

0

50

100

150

200

21/3

実績

22/3

実績

23/3

実績

24/3

実績

25/3

計画

26/3

計画

27/3

計画

（千枚）

0

50

100

150

200

250

300

（億円）

ＩＹＯＣＡ ＳＰ利用総額 252

中計目標

222

187

157

122

74

29
88

127

154

147

160
166

Ｓ
Ｐ
利
用
金
額

カ
ー
ド
枚
数
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〔個人戦略Ⅲ〕富裕者層向け資産運用ソリューション提供力の強化

　　　　

グループでの証券営業力の強化グループでの証券営業力の強化

資産管理業務の展開に向けた本部渉外機能の拡充

いよぎん証券と連携した富裕者層ニーズの取り込み

本部ＦＡ制度導入による推進態勢の強化

預り資産業務のマネジメント力の向上

ニーズにマッチした商品・機能の導入
ポートフォリオ提案ツール・専用商品の導入

　いよぎん証券と連携強化し、富裕者層向けに、より高度な資産運用ソリューションを提供

　多様化・高度化するニーズに対応し、富裕者層の資産囲い込みを図る

リ
ス
ク
選
好
度
・
求
め
ら
れ
る
サ
ー
ビ
ス
の
レ
ベ
ル

顧客保有資産

高

多

伊予銀行が
窓販等で対応

伊予銀行が
仲介で対応

より高度な証券サービス

を求めるお客さまに

証券会社ならではの商品・
情報・サービスを提供

銀行から
証券へ

顧客を紹介

高度な商品・情報・
サービスを提供

態勢整備に向けた取り組み態勢整備に向けた取り組み

いよぎん証券いよぎん証券

中計３か年計画

4,128
4,300 4,240 4,260

180
500

830

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

いよぎん証券

当行

4,480

4,740

5,090

819
880

970 970

89

222
297

500

800

1,100

1,400

24/3

実績

いよぎん証券

当行

969

1,192

1,267

預り資産販売額 預り資産残高

25/3

計画

26/3

計画

27/3

計画
24/3

実績

25/3

計画

26/3

計画

27/3

計画

　0
　0

　（億円） 　（億円）
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　　　実績 　　　　 　実績 　　　 　 　

450665 405
1,3001,297 1,319

700640 685
1,000274 829

1,350
974898

9,000
(49%)(48%)

7,686

(29%)
3,459

13,300

11,908

7,977

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

〔市場運用力の強化Ⅰ〕有価証券残高の積み増し

　　

　　

中計３年間で有価証券残高を末残ベースで約２,０００億円積み増し（２４年度新規投資額１,６００億円）　　

○ 円貨・外貨とも国債等の固定債への運用が中心　・・・・・ 金利リスクテイク

○ 国内外の事業債への投資にも引き続き注力　・・・・・・・ 信用リスクテイク

運用のポイント

円貨債券
（変動債）

円貨債券
（固定債等）

外貨債券
（為替ヘッジ付）

外貨債券
（為替ヘッジ無）

国内株式
（含む株式投信）

オルタナティブ

残高の

方向性
リスクカテゴリー毎の有価証券簿価残高の推移

・安定的な利息収入の獲得

・日本国債・地方債を中心に運用

・金利リスクのコントロールに注力

・投資目線に合うスプレッド収益の獲得

・国内外の高格付事業債が中心
　（Ａ格以上）

・米独仏の国債中心に長短スプレッド獲得

・国内外の高格付事業債が中心

・為替変動による評価損益のブレを考慮

・相場水準によって追加投資を検討

・中長期的に株式残高を圧縮

・株式投信は短期的収益の獲得を志向

・金利リスクテイクに頼らない収益の獲得

・J-REIT等については投資継続

うち国債（注）

（注）国債には15年変動利付国債及び物価連動国債を含む

11,750

16,118

（億円）

　　　21/3             　　　　 24/3     　　　 　 　 27/3

円貨債券
（固定債等）

うち国債
（全体比）

＋4,368億円

18,100
＋1,982億円

今中計期間

購入：約5,000億円

償還等：約3,000億円

分散投資の継続

前中計期間

購入：約1兆円

償還等：約5,600億円

計画
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1.73%
1.58%

1.40%

1.37%
1.54%1.61%

2.41%

4.11%

2.49%

0

50

100

150

200

250

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

2.50%

3.00%

3.50%

4.00%

4.50%

資金運用収益 （総合）利回り

（邦貨）利回り （外貨）利回り

5.29

4.51
3.78

5.19

2.62
2.17

1.11

3.17

0

1

2

3

4

5

6

〔市場運用力の強化Ⅱ〕運用収益の増強

　　

　　

分散投資の継続による運用収益の維持・向上　　
○ 継続的な金利リスクテイクと株・為替等の相場観に基づくアクティブ運用

○ 金利と株価との安定した相関を考慮したリスクコントロールの実施

金利・株価・為替の変動による有価証券評価損益への影響
円債ポート　10BPV ７０億円
株式ポート　日経平均1,000円V １２０億円
為替ポート　ドル円１０円V　　　　 　７０億円

各ポートフォリオ間の相関を考慮したリスクコントロール

リスク対比リターンに優れた良質なポートフォリオの構築

（年）

21/3 　　22/3  　 23/3    　24/3    　　　　 　27/3

212億円 242億円
（億円）

0%
　21/3              　　　24/3     　 27/3

実績　　　　　　　　　　　実績　　　　　　　　　　 計画　

円貨債券

外貨債券　（為替ヘッジ付）

地銀トップクラスの利回りを維持

（２３年度有価証券利回り１.５８%）

252億円

実績　　　　　実績　　　　　実績　　　　　　実績　　　　　　　　　　　　　計画

有価証券の資金運用収益と利回りの推移 デュレーションの推移

ポートフォリオのリスク感応度

現状水準を維持

※資金運用収益とは、損益計算書における「有価証券利息配当金」（調達コスト控除前）の
　 ことであり、14頁の有価証券等運用益（調達コスト控除後）とはベースが異なる。
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伊予銀行
&

いよぎん地域経済研究センター

　　　　　各教育機関

・大学等との連携による提言機能の強化

・地元大学との共同調査等を実施

　　　　　　　　　行政機関

・地公体関連部局（農・商・工）とのリレーション強化

・地公体の産業政策への積極的関与

お取引先

産

官学

地域経済活性化支援の拡充

　産官学と連携し、地場産品の販路支援、ものづくり支援、一次産業支援、観光支援等の　

　 各分野において、地域の経済活動を積極支援

地場産品の販路支援

・首都圏・近畿圏での商談会開催
・大手百貨店での愛媛県フェアの開催
・販路開拓コーディネート強化
･新たなチャネル構築

地域経済活性化支援地域経済活性化支援

ものづくり支援

・大手メーカーと中小企業の
　連携ネットワークの構築
・大手企業への訪問の実施、誘致

一次産業支援

・６次産業化支援
・農業生産・漁業事業法人の支援
・地域イノベーション構想への参加
・水産物輸出支援

観光支援

・愛媛県の観光資源を活かした
　イベントの開催協力
　（南予いやし博、大・島博覧会(仮称)）
・国際観光振興
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　本資料における将来の業績につきましては、発表時において入手可能な情報および将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る仮定を前提としております。
　将来の業績は、経営環境の変化等により異なる可能性があることにご留意ください。

＜本件に関する照会先＞
伊予銀行　総合企画部　徳永

ＴＥＬ：089-941-1141/ＦＡＸ：089-946-9104

Ｅ－Ｍａｉｌ：iyo010bqh1@iyobank.co.jp
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伊予銀行のプロフィール

Ａ：スタンダード＆プアーズ（Ｓ＆Ｐ）

ＡＡ-：格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）外 部 格 付

海外駐在員事務所３か所（ニューヨーク、上海、シンガポール）
（ただし、シンガポール駐在員事務所は平成２４年４月５日に開設）

国内１５０か店（出張所７を含む）、海外１か店（香港）拠 点 数

役員２２人、職員２，５８０人（臨時を除く）従 業 員 数

２０９億円（発行済株式総数３２３，７７５千株）資 本 金

明治１１年３月１５日（第二十九国立銀行）創 業

愛媛県松山市本 店 所 在 地

２，８５７人連 結 従 業 員 数 （ 臨 時 を 除 く ）

１１社 （注）連 結 子 会 社 数

１３．０６％連 結 自 己 資 本 比 率 （ 国 際 統 一 基 準 ）

＜平成２４年３月３１日現在＞

（注）この他に連結子会社１社が現在清算中であります。
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店舗ネットワーク

海外 １か店
駐在員事務所２か所

東海地区 １か店
東京地区 ２か店

愛媛県内
117か店

兵庫県

山口県
大阪府

大分県

香川県

福岡県

高知県

徳島県

岡山県

九州地区 ８か店

中国地区 １０か店

　Ｍ42　臼杵（大分県）、　Ｔ8　仁方（現：呉 広島県）

　Ｓ22　高松（香川県）・高知・大分、　Ｓ25　広島
　Ｓ27　大阪、　Ｓ29　東京、　Ｓ33　徳島、　
　Ｓ38　北九州（福岡県）、Ｓ39　岡山、　
　Ｓ40　名古屋（愛知県）、Ｓ41　神戸（兵庫県）

　Ｓ46　福岡、Ｓ54　徳山（山口県）　

主な県外店舗の出店時期

近畿地区 ５か店

愛媛県以外の

四国地区 ７か店

広島県

瀬戸内圏域を中心とした１３都府県に、地銀第１位の広域店舗ネットワークを構築

　愛媛県外にも古くから進出し、強固な営業基盤を確立

（平成２４年３月３１日現在）瀬戸内海周辺では11府県

店舗数
国内150か店
海外1か店
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経営指標の特性（２３年度）
地銀平均と比較して健全性は十分な水準にある　　

　　地銀平均（公表分）に対する標準偏差

　　　　　　　　地銀平均＝50
　　　　　　　　当行

　　今後は、収益性、成長性のさらなる向上を目指す

30

40

50

60

70

当行実績：1,065億円

地銀平均：　279億円

当行実績：11.97％

地銀平均：11.06％

当行実績：6.21％

地銀平均：5.30％

当行実績：　1.74％

地銀平均：▲3.68％

当行実績：55.97％

地銀平均：70.35％
当行実績：4.88％

地銀平均：4.48％

当行実績：0.63％

地銀平均：0.45％

成長性健全性

収益性

預金等平残増加率（過去３年）

貸出金平残増加率（過去３年）

コア業務粗利益増加率（過去３年）

ＯＨＲ

（経費／コア業務粗利益）

ＲＯＥ

有価証券評価益（連結）

不良債権比率

（金融再生法）

当行実績：2.18％

地銀平均：3.14％

ＲＯＡ

（コア業務純益／総資産）
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伊予銀行グループの概況

（注１) 連結と単体の差

伊予銀行グループ会社一覧

連結決算状況

銀行業 ･･･ 本店ほか支店143店、出張所7店　

連結子会社8社 いよぎん保証(株) …　住宅ローン・消費者ローンの債務保証業務等

（注２） いよぎんビジネスサービス(株) …　現金整理・精査業務、現金自動設備の保守管理業務等

いよぎんキャピタル(株) 　…　株式・社債等への投資業務、投資ファンドの運営等

いよベンチャーファンド１号投資事業有限責任組合 　…　ベンチャー企業への投資業務

いよベンチャーファンド２号投資事業有限責任組合 　…　ベンチャー企業への投資業務

いよベンチャーファンド３号投資事業有限責任組合 　…　ベンチャー企業への投資業務

(株)いよぎん地域経済研究センター 　…　産業・経済・金融に関する調査研究業務等

(株)いよぎんディーシーカード …　クレジットカード業務、保証業務等

リース業 ･･･ 連結子会社1社 いよぎんリース(株) …　リース業務等

その他 ･･･ 連結子会社2社 (株)いよぎんコンピュータサービス 　…　情報処理受託業務、ソフトウェア開発業務等

いよぎん証券(株) 　　…　証券業務（平成24年2月2日設立）

（注2）連結子会社でありましたいよぎんスタッフサービス（株）につきましては、平成22年10月1日付で解散し現在清算中であります。 

　　　　また、いよぎんモーゲージサービス(株)、いよぎん資産管理(株)は平成23年9月30日付で解散し清算結了しております。 

＜２４年３月末時点＞

（単位：百万円）

前年度比 増減率

経常収益 114,857 124,486  ＋ 9,629 ＋ 8.4% 13,234

経常利益 26,648 35,516  ＋ 8,868 ＋ 33.3% 1,464

当期純利益 15,076 18,413  ＋ 3,337 ＋ 22.1% 32

23年度【連結】 連単差(注1)22年度
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7.3%

14.0%

愛媛県の主要産業
平成２２年（2010年）の愛媛県の製造品出荷額等は３．８兆円（四国の４４％）

紙・パルプ産業（10年）

全国出荷額 7兆1,108億円

紙・パルプ産業（10年）

全国出荷額 7兆1,108億円

海面養殖業（10年）

全国生産額 4,284億円

海面養殖業（10年）

全国生産額 4,284億円

　　全国１位全国１位

　 （600億円） 全国２位全国２位

（5,211億円）

･･･　愛媛県の全国に占めるシェア

　

　

31.1% 80.1%

削り節（10年）

全国生産量 34千ｔ

削り節（10年）

全国生産量 34千ｔ
小型貫流蒸気等

その他ボイラ（09年）
全国出荷額 498億円

小型貫流蒸気等
その他ボイラ（09年）
全国出荷額 498億円

　全国１位全国１位

　　 （398億円）

全国１位全国１位

　　（11千ｔ）

13.4%約23%今治圏域

日本船主保有外航商船（07年）

全国総隻数 約3,400隻

日本船主保有外航商船（07年）

全国総隻数 約3,400隻

　 全国２位全国２位

　 （約800隻）

国内新造船竣工量（10年度）

全国竣工量 2,022万総ｔ

国内新造船竣工量（10年度）

全国竣工量 2,022万総ｔ

（270万総ｔ）

全国２位全国２位

製造品出荷額等（10年）

1兆4,264億円

特に新居浜地区は、住友グループの企業

城下町として非鉄金属・化学・鉄工・

電機産業が集積

新居浜・西条圏域

愛媛県の製造品出荷額等の約37％

四国中央圏域

52.5%タオル（10年）

全国出荷額 426億円

タオル（10年）

全国出荷額 426億円

全国１位全国１位

　　（224億円）

松山圏域

宇和島圏域

各圏域に全国トップクラスのシェアを誇る産業が集積
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愛媛県の経済環境

～　製造品出荷額等の圏域別構成比　～

（注１）愛媛県「愛媛の工業」（2010年）（従業者４人以上の事業所が対象）をもとに、㈱いよぎん地域経済研究センター（ＩＲＣ）が作成

（注２）今治圏域の「石油・石炭」の出荷額は、統計上の秘匿数値にあたるため、「その他」に含まれているが、「輸送用機械」に次いで　
　　　出荷額が大きいとみられる

（注３）出荷額には、秘匿となった市町の出荷額は含まれていない。　　　　　

化学

18.6%

輸送用機械

5.6%

その他

22.4%

非鉄金属

42.0%
生産用機械

4.4%

鉄鋼

7.0%

新居浜・西条圏域

1兆4,264億円

輸送用機械

44.7%

繊維

3.5%

金属製品

1.0%

はん用機械

1.9%

食料品

2.1%

その他

46.9%

食料品

31.6%

飲料・たばこ

16.3%繊維

14.9%

窯業

12.5%

電気機械

6.7%

その他

18.0%

食料品
25.7%

化学
20.7%生産用機械

16.2%

はん用機械
8.0%

その他
21.8%

繊維
7.6%

宇和島圏域

353億円

愛媛県は圏域ごとに特徴のある産業が集積　　

八幡浜・

大洲圏域

1,003億円

今治圏域

9,430億円

紙・パルプ・紙
加工
80.2%

その他
3.5%生産用機械

3.8%

食料品
3.1%

繊維
3.0%

プラスチック
6.3%

松山圏域

6,748億円

四国中央圏域

6,069億円

食料品

43.7%

木材

7.4%

プラスチック

4.5%

その他

32.1%

窯業

7.8%

紙・パルプ・

紙加工

4.4%
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瀬戸内圏域の産業構造

製紙・紙加工

化学､電機､
非鉄金属､一般機械

電機、農機､
化学、観光

柑橘､食品加工

魚類養殖

鉄鋼､自動車､
電機､観光

自動車､造船､
電機

自動車、
石油精製､鉄鋼

造船､繊維

造船、海運、石油、
タオル・縫製

宇和島

八幡浜

大分

広島

松山

今治 新居浜

四国中央

香川

岡山

西条

大洲

瀬戸内海沿岸地域は、多様な産業構造を形成　
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瀬戸内圏域の経済指標Ⅰ

（各種統計データを基に作成）

総人口
（住民基本台帳）

総面積
（国土地理院）

事業所数 従業者数
県内総生産

（名目）

県内総生産

（総支出）

成長率（実質）

１人当たり
県民所得

11年 11年 09年 09年 09年度 09年度 09年度
（人） （ｋ㎡） （事業所） （人） （百万円） （％） （千円）

愛　媛　県 1,450,262 5,678 72,993 653,733 4,631,968 ＋ 1.3 2,323
香　川　県 1,009,794 1,862 53,880 494,038 3,587,627 ＋ 0.2 2,551
徳　島　県 791,242 4,147 42,113 352,162 2,643,444 ＋ 0.3 2,590
高　知　県 766,426 7,105 41,647 329,236 2,140,766 ▲ 0.8 2,017
大　分　県 1,201,901 5,100 59,861 555,827 4,044,058 ▲ 8.0 2,290
福　岡　県 5,043,494 4,846 231,566 2,421,726 17,564,936 ▲ 0.6 2,626
山　口　県 1,455,401 6,114 70,889 673,773 5,476,589 ▲ 0.2 2,708
広　島　県 2,852,728 8,480 142,589 1,439,492 10,815,045 ▲ 3.7 2,685
岡　山　県 1,934,057 7,010 89,407 903,467 6,928,690 ▲ 2.7 2,534

上記9県合計（Ａ） 16,505,305 50,342 804,945 7,823,454 57,833,123

（Ａ)／（Ｃ) 13.1% 13.3% 13.3% 12.4% 12.0%

兵　庫　県 5,580,139 8,396 242,915 2,444,525 17,825,902 ▲ 5.9 2,580

10県合計（Ｂ) 22,085,444 58,738 1,047,860 10,267,979 75,659,025

（Ｂ)／（Ｃ) 17.5% 15.5% 17.3% 16.3% 15.7%

全　　国（Ｃ) 126,230,625 377,955 6,043,300 62,860,514 483,216,482 ▲ 3.0 2,791

総人口
（住民基本台帳）

（11年）

10県合計

17.5%

県内総生産
（名目)

（09年度）

10県合計

15.7%

総人口

（住民基本台帳）

（11年）

9県合計

（除く兵庫県)

13.1%

県内総生産

（名目)

（09年度）

9県合計

（除く兵庫県)

12.0%
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製造品
出荷額等

卸売業年間
商品販売額

小売業年間
商品販売額

鉱工業生産指数
新設住宅
着工戸数

有効求人倍率
年平均

完全失業率
平均

10年 07年 07年 10年 11年 11年 11年
(百万円） （百万円） （百万円） 2005年＝100 （戸） （倍） （％）

愛　媛　県 3,792,382 2,172,001 1,365,415 89.1 7,262 0.75 4.3
香　川　県 2,614,380 2,873,177 1,107,342 102.6 5,510 0.97 3.7
徳　島　県 1,675,574 929,526 732,009 123.7 3,375 0.88 4.5
高　知　県 468,063 843,794 749,359 84.6 2,807 0.59 4.2
大　分　県 4,079,140 1,347,606 1,209,421 98.5 5,691 0.66 4.3
福　岡　県 8,207,581 16,770,215 5,356,185 93.4 34,945 0.57 5.8
山　口　県 6,348,744 2,063,072 1,485,591 92.0 6,769 0.73 3.4
広　島　県 8,732,482 8,753,388 3,115,061 90.7 16,342 0.80 3.5
岡　山　県 7,700,595 3,137,878 2,043,853 91.8 10,325 0.89 3.7

上記9県合計（Ａ) 43,618,941 38,890,657 17,164,236 93,026

（Ａ)／（Ｃ) 15.1% 9.4% 12.7% 11.4%

兵　庫　県 14,183,783 7,781,958 5,487,306 95.1 32,485 0.59 4.6

10県合計（Ｂ) 57,802,724 46,672,615 22,651,542 125,511

（Ｂ)／（Ｃ) 20.0% 11.3% 16.8% 15.4%

全　　国（Ｃ) 289,107,683 413,531,671 134,705,448 94.4 813,126 0.65 4.5

製造品
出荷額等
（10年）

10県合計

20.0%

新設住宅
着工戸数
（11年）

10県合計
15.4%

製造品

出荷額等

（10年）

9県合計

（除く兵庫県)

15.1%

新設住宅

着工戸数

（11年）

9県合計

（除く兵庫県)

11.4%

瀬戸内圏域の経済指標Ⅱ

（各種統計データを基に作成）

（失業率の全国の数値は、岩手県、宮城県および福島県を除く）
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

単体自己資本 リスク資本 リミット リスク量

(3,902億円) (2,700億円) (2,080億円)

Tier1

（単体）

2,977
3,902 市場リスク

1,970

信用ﾘｽｸ
600

584

1,376

120

未利用枠　
　　620

統合リスク管理の状況
当行の強みを活かしたリスクテイクを志向

○ 情報力の優位性を活用した地元中小企業、外航海運業への継続的リスクテイク

＜　統合リスク管理の状況（24年3月末）　＞

○オペレーショナルリスク

・バーゼルⅡ粗利益配分手法により算出

○市場リスク（保有期間１年，99.9%）

・異なるリスク間の相関考慮

・コア預金･･･内部モデルを使用

・株式ＶａＲ･･･政策株式を含む

○信用リスク（保有期間１年，99.9%）

・事業性貸出等･･･モンテカルロ法

・個人ローン･･･解析的手法

　　

　　綿密な市場分析に基づく収益機会の発掘

○ リスクの透明性、流動性、リスクウェイト等を考慮した分散投資によるリスク・リターンの向上

(2,977億円)

バッファー
（有価証券含み益等）

　　　925
バッファー
　　277

［24年度上期計画］ ［24年3月実績］

オペリスク
130
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部門別損益（管理会計ベース）

営業店部門は、コア業務粗利益、リスク・コスト控除後利益がともに増加

○ 市場部門においては、引続き積極的な金利リスクテイクによる運用資産の増加により、コア業務粗利益

は増益となった

○ 当行の営業基盤である愛媛県や瀬戸内圏を中心に粗利益増強を図るとともに、市場運用の増強による

利益積み上げで、営業店部門をカバーする　　

＜地域・部門別 コア業務粗利益、ＲＯＡ＞ ＜地域・部門別 リスク･コスト控除後利益＞

注1　市場部門は､インターバンク等における短期運用を除く

注2　ＲＯＡ＝コア業務粗利益/運用平残

注3　ＥＬ＝期待損失（Ｅｘｐｅｃｔｅｄ Ｌｏｓｓ）

注4　市場部門のリスクコスト控除後利益はコア業務純益に　　　　　　
　　　償却損を加味したもの

市場部門も、コア業務粗利益、リスク・コスト控除後利益が増加

○長期的視点で預金の収益性を把握することを目的として、預金の本支店レートを見直しを行った
　　【預金等資金利益増加額(前年度比)　愛媛県内＋22億円、瀬戸内圏＋3億円、大都市圏＋4億円】

○大都市圏を中心に、信用コスト（みなし引当）が減少し、リスクコスト控除後利益は増益となった

　　

　　

58（＋4）

113（＋3）

500（＋22）

183（＋3）

0

100

200

300

400

500

600

愛媛県内 瀬戸内圏 大都市圏 市場部門

（億円）

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

21年度コア粗利益 22年度コア粗利益 23年度コア粗利益

21年度ＲＯＡ 22年度ＲＯＡ 23年度ＲＯＡ

17（＋15）
16（＋8）

88（＋17）

151（＋2）

0

20

40

60

80

100

120

140

160

愛媛県内 瀬戸内圏 大都市圏 市場部門

（億円）

0.0%

0.1%

0.2%

0.3%

0.4%

0.5%

0.6%

0.7%

0.8%

21年度 22年度 23年度

21年度ＥＬ率 22年度ＥＬ率 23年度ＥＬ率

（コア業務純益－償却損）
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334 330

103 101 106

302
332

270273

-100

0

100

200

300

400

21年度 22年度 23年度 21年度 22年度 23年度 21年度 22年度 23年度

（億円）

業務粗利益

リスク･コスト控除後利益

営業部門セグメント別採算
事業性取引　･･･　貸出金の利鞘改善が課題

○ 貸出金は増加しているものの、低利鞘貸出金の増加により、貸出金の利鞘は低下傾向にある

○ 利鞘の高い中小企業向け貸出金の増強および貸出金の適正な金利設定による利鞘改善により、

　 収益力向上を図る

個人取引　･･･　預り資産収益増強が課題

○ 粗利益の増加は、定期性預金の本支店レート見直しによるものが主因
　　　【預金等資金利益増加額(前年度比)   事業性取引先+5億円、個人（非事業性)取引先+20億円、個人融資先+1億円】

○ 預り資産収益増強に向け、商品構成の見直しや若年層を中心とした新規顧客層の開拓に注力する

事業性取引先 （うち個人融資先）個人(非事業性)取引先

（注）本資料区分以外（公共先およびセグメント不能分）の営業店部門粗利益（２３年度）　・・・　５１億円
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経費削減の徹底とコストマネジメントの高度化

　　

　　

専担部署「コストマネジメント室」を中心に、引続き徹底した経費削減に取組中

23年度は約４億円が物件費削減に寄与、将来的には約７～9億円程度の削減効果を見込む

今後は削減活動の定着化・予算編成の高度化等、リバウンドを起こさない仕組み作りに注力

税金

コア
OHR

経費
合計

物件費

人件費

（単位：億円）

21年度 22年度 23年度

21比 22比

物件費合計 193 193 189 ▲ 4 ▲ 4

減価償却費等 41 40 41 ▲ 0 ＋ 1

預金保険料 33 34 35 ＋ 2 ＋ 1

その他 119 119 113 ▲ 6 ▲ 6

特殊要因+新規発生コスト 12 10 10 ▲ 2 ▲ 2

その他の経常的な経費 107 108 101 ▲ 6 ▲ 7

193 193

259 262 263

189

212023

59.0% 57.1%
55.9%

0

100

200

300

400

500

600

476 476
474

経費全体とコアOHRの推移

22年度21年度 23年度

物件費推移の内訳

削減施策による削減効果の推移見込み

(億円)

今後の取組み方針

短期集中的な経費削減活動に目処をつけ、日常業務の
　中で継続的に削減活動が行われるよう定着化を図る

経費支出状況のモニタリング強化や予算編成の高度化
　等により、コスト管理体制の更なる向上を目指す
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着地予想値
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預貸金期末残高内訳別推移
1.貸出金期末残高内訳別推移 (単位：億円）

前年度比

総貸出金 32,375 33,682 34,222 34,878 35,590 712
一般貸出金 31,040 32,198 32,797 33,140 33,785 645
事業性貸出金 22,558 23,405 23,926 24,244 24,827 583
個人融資 8,482 8,793 8,871 8,895 8,957 62
住宅ﾛｰﾝ 5,967 6,240 6,375 6,400 6,437 37
ｱﾊﾟｰﾄ･ﾋﾞﾙﾛｰﾝ 1,205 1,349 1,395 1,462 1,564 101
ｶ-ﾄﾞﾛ-ﾝ 343 329 313 296 285 △12

地公体向貸出金等 1,336 1,484 1,425 1,739 1,805 66
　　　(注)ｱﾊﾟｰﾄ･ﾋﾞﾙﾛｰﾝは｢制度融資｣のみの計数 

2.預金等預り資産期末残高内訳別推移 (単位：億円）

前年度比
総預金等＋預り資産Ａ 46,462 48,225 50,070 51,219 53,131 1,912
総預金等 42,676 44,496 46,088 47,109 49,002 1,893
総預金 40,602 41,935 43,449 43,693 45,025 1,332
個人 28,518 29,426 30,244 30,768 31,465 697
一般法人 10,405 10,923 11,440 11,267 11,766 498
公金 979 1,050 1,292 1,263 1,402 139
金融 554 457 334 337 334 △3
海外・ｵﾌｼｮｱ 146 79 139 57 59 2

NCD 2,074 2,561 2,640 3,417 3,978 561
一般法人 1,897 2,316 2,263 3,002 3,522 521
公金 177 245 377 416 456 40

一般法人資金(含むNCD) 12,302 13,240 13,703 14,269 15,288 1,019
公金資金(含むNCD) 1,156 1,295 1,669 1,679 1,857 179
外貨預金(残高) 624 820 953 966 968 2
個人預金+個人預り資産 32,015 32,817 33,930 34,513 35,302 790
個人預金 28,518 29,426 30,244 30,768 31,465 697
個人預り資産 3,497 3,390 3,686 3,745 3,837 93

※個人預り資産は24/3より金融商品仲介を含む

＜預り資産（末残ベース）＞

預り資産(除く預金等)Ｂ 3,786 3,729 4,070 4,110 4,128 18
国債 1,603 1,875 1,825 1,664 1,433 △231
投信 1,667 1,291 1,461 1,378 1,238 △140
個人年金保険 516 563 696 948 1,275 327
金融商品仲介 － － 88 120 180 60

預り資産構成比(Ｂ/Ａ) 8.1% 7.7% 8.1% 8.0% 7.8% －

※預り資産は22/3より金融商品仲介を含む

22/3 23/3 24/3

20/3

20/3 21/3

21/3 24/323/322/3
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業種別貸出金の残高･比率推移
業種別貸出金の構成比に大きな変化はなく、バランスのとれた運用状況

○ 地場産業である海運業向け貸出金は、１年間で１３．２％増加

　　

※21/9期より「不動産業」の中に「物品賃貸業」を含めて記載している。なお、「物品賃貸業」を除いた24/3期の「不動産業」は1,599億円であり、
　 23/3期比188億円減少、増加率△10.5％となっている。また、「その他」の中には「個人による貸家業」（24/3期1,664億円）を含んでいる。

(単位：億円、％)

１９/３ ２０/３ ２１/３ ２２/３ ２３/３比

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 残高 残高増加率

　製造業 4,870 15.7 4,890 14.5 5,531 16.4 5,478 16.0 5,536 15.9 5,830 16.4 294 + 5.3

　農　業 24 0.1 19 0.1 22 0.1 22 0.1 21 0.1 20 0.1 △ 1 △ 6.0

　林　業 1 0.0 1 0.0 1 0.0 1 0.0 1 0.0 1 0.0 0 + 6.8

　漁　業 147 0.5 132 0.4 139 0.4 145 0.4 138 0.4 127 0.4 △ 11 △ 7.9

　鉱　業 31 0.1 28 0.1 80 0.2 33 0.1 34 0.1 34 0.1 1 + 2.0

　建設業 1,714 5.5 1,694 5.0 1,658 4.9 1,518 4.4 1,441 4.1 1,349 3.8 △ 92 △ 6.4
　電気・ガス・熱供給・水道業 501 1.6 608 1.8 616 1.8 658 1.9 718 2.1 805 2.3 87 + 12.1

　情報通信業 142 0.5 131 0.4 132 0.4 178 0.5 234 0.7 252 0.7 18 + 7.5

　運輸業 4,102 13.2 4,383 13.0 4,686 13.9 5,086 14.9 5,138 14.7 5,733 16.1 595 + 11.6

うち海運 3,192 9.2 3,452 10.2 3,769 11.2 4,214 12.3 4,235 12.1 4,792 13.5 557 + 13.2

　卸売・小売業 4,520 14.5 4,736 14.1 4,773 14.2 4,778 14.0 4,774 13.7 4,637 13.0 △ 137 △ 2.9

　金融・保険業 987 3.2 1,093 3.2 1,024 3.0 1,182 3.5 1,240 3.6 1,201 3.4 △ 39 △ 3.1

　不動産業 1,586 5.1 1,677 5.0 1,603 4.8 1,887 5.5 1,914 5.5 1,717 4.8 △ 197 △ 10.3

　各種サービス業 3,305 10.6 3,257 9.7 3,212 9.5 3,034 8.9 3,082 8.8 3,154 8.9 72 + 2.3

うち医療関連 1,278 4.1 1,264 3.8 1,284 3.8 1,288 3.8 1,339 3.8 1,389 3.9 50 + 3.7

　地方公共団体 1,018 3.3 1,245 3.7 1,413 4.2 1,351 3.9 1,692 4.9 1,754 4.9 62 + 3.7

　その他 8,130 26.2 8,482 25.2 8,793 26.1 8,871 25.9 8,913 25.6 8,976 25.2 62 + 0.7

合　　　計 31,078 100.0 32,375 96.1 33,682 100.0 34,222 100.0 34,878 100.0 35,590 100.0 712 + 2.0

(国内店分、除く特別国際金融取引勘定）

２３/３ ２４/３
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債務者区分遷移表

＜事業性与信先に対する債務者区分の遷移（１年間）＞

「ランクアップ運動」を引き続き全店運動として展開中

「企業コンサルティング部」を中心に企業再生支援を実施
　～再生ファンド、中小企業再生支援協議会など各種再生スキームや問題解決型営業の活用～

　　

　　

上段：債務者数 破綻懸念以下

下段：与信額(億円） 合計 正常先 その他要注意先 要管理先 破綻懸念先 実質破綻先 破綻先
への劣化率

20,949 18,122 17,383 638 45 28 17 11 0.27% 739

23,518 23,347 21,923 1,391 8 24 1 1 0.11% 1,425

3,129 2,913 618 2,096 78 98 14 9 3.87% 618 199

3,652 3,389 698 2,477 117 91 4 2 2.65% 698 214

200 156 15 18 85 26 10 2 19.00% 33 38

201 188 2 7 136 40 2 0 20.92% 10 42

391 320 17 23 7 239 26 8 47 34

591 395 3 34 16 321 9 12 53 21

216 116 3 1 1 0 108 3 5 3

40 19 0 0 0 0 18 1 0 1

85 44 0 1 0 0 0 43 1

49 28 0 0 0 0 0 28 0

24,970 21,671 18,036 2,777 216 391 175 76 704 1,013

28,051 27,367 22,627 3,909 277 475 35 43 762 1,702
（注１）23年3月末において各債務者区分に属していた債務者が、24年3月末においてどの債務者区分に遷移したかを表示している。
（注２）遷移後の残高は、24年3月末における償却後の残高である。

合計

24/3月末
好転 劣化

2
3
/
3
月
末

正常先

その他要注意先

要管理先

破綻懸念先

実質破綻先

破綻先
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金融円滑化法への対応状況
「金融円滑化管理委員会」のもと、金融円滑化への取組みを強化　　

中小企業金融円滑化法の趣旨に沿って、適切に対応　　

＜貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の件数および金額＞

〔債務者が中小企業者である場合〕 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件、百万円）

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

10,667 313,198 12,137 364,030 13,579 403,596 15,079 445,817

9,321 285,935 10,857 338,812 12,097 370,651 13,533 409,790

うち、信用保証協会等による債務の保証を受けていた貸付債権 2,283 27,752 2,702 33,549 3,037 36,985 3,455 42,303

452 9,068 619 13,096 689 14,276 751 18,215

うち、信用保証協会等による債務の保証を受けていた貸付債権 127 1,529 172 2,054 200 2,306 212 2,499

556 13,185 302 6,947 418 13,124 386 10,117

338 5,009 359 5,174 375 5,542 409 7,693

平成23年12月末 平成24年3月末

うち、謝絶に係る貸付債権

平成23年9月末平成23年6月末

うち、審査中の貸付債権

うち、取下げに係る貸付債権

うち、実行に係る貸付債権

貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権

〔債務者が住宅資金借入者である場合〕 （単位：件・百万円）

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

1,039 15,140 1,190 17,383 1,280 18,789 1,395 20,505

750 10,980 872 12,762 964 14,160 1,035 15,216

42 700 60 1,021 79 1,325 91 1,518

69 990 63 966 31 460 52 793

178 2,469 195 2,632 206 2,843 217 2,977

平成23年9月末

　

平成23年12月末 平成24年3月末

　

うち、実行に係る貸付債権

うち、謝絶に係る貸付債権

うち、審査中の貸付債権

うち、取下げに係る貸付債権

貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権

平成23年6月末
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証券運用戦略 ～リスクカテゴリー別管理～

（単位：億円）

利回り

円貨債券 12,881 406 13,287 77.4% +3.3% 314 138 162 1.33% 24 28 +148 円金利の長短金利差

うち15年変動利付国債 1,033 25 1,058 6.2% △0.5% △12 3 5 0.48% 2 0 △15 イールドカーブのスティープ化

うち物価連動国債 615 64 678 4.0% △0.1% 34 15 16 2.59% 1 0 +19 期待インフレ率の上昇

外貨債券（為替ヘッジ付） 829 14 842 4.9% △2.0% 39 15 19 2.49% 4 6 +17 海外金利の長短金利差

外貨債券（為替ヘッジ無） 685 △58 627 3.7% +0.3% 52 10 11 1.70% 1 0 +42 為替差益

国内株式 1,319 695 2,013 11.7% △0.6% 45 50 52 3.93% 3 △17 +13 取引先を中心とした国内企業の成長

オルタナティブ 366 △16 350 2.0% △1.0% △12 △3 △2 △0.45% 1 △12 +4

ヘッジファンド 116 △5 110 0.6% △0.6% △1 △7 △6 △4.15% 0 △0 +6 外部委託運用による戦略分散

不動産関連 159 △7 152 0.9% △0.1% △5 6 7 4.30% 0 0 △11 不動産の賃料収入と価格上昇による値上がり益

プライベート・エクイティ 43 △2 41 0.2% △0.0% 1 △1 △1 △1.44% 0 0 +1 未上場株式の経営改善等による企業価値向上

エマージング債 48 △2 46 0.3% △0.2% △5 △6 △5 △6.60% 0 △12 +12 高成長期待を背景とした高利回りと為替差益

エマージング株 0 0 0 0.0% △0.1% △1 4 4 - 0 0 △5 新興国の成長と為替差益

39 0 39 0.2% △0.0% △0 △0 △0 △0.65% 0 0 +0 相場観による短期的な利益の追求

16,118 1,040 17,159 100.0% - 438 210 242 1.58% 32 4 223

＜円貨債券及び外貨債券のうち信用リスク、証券化商品等への投資状況＞

信用リスク 2,032 5 2,037 11.9% +1.0% 25 19 29 1.58% 10 3 +3 国内外企業の事業継続性

証券化商品（全て円貨） 166 △3 163 0.9% △0.4% 8 2 2 1.00% 0 4 +3 不動産賃料収入および貸付利息収入

うちCMBS 106 △4 102 0.6% △0.4% 　　　　　　（保有銘柄のAAA比率は33％、AA比率は12％） 国内（主に首都圏）の不動産賃料収入

仕組債（全て円貨） 50 0 50 0.3% △0.0% 0 0 0 0.90% 0 0 +0 国債とデリバティブとの裁定取引

小計 2,248 2 2,250 13.1% +0.5% 33 21 31 1.51% 10 7 +6

※１ 市場部門で投資している資産を、勘定科目に関わらず主たるリスクに応じて分類したもの。

※２ 「総合損益」および「利息・配当収入」は、調達コストとして3ヶ月物LIBOR金利等を控除しているが、実際の調達コストとは異なる。

H24/3期

リスクカテゴリー 簿価

残高

評価

損益

時価

残高 構成比 受取

利息
23/3比

総合

損益 利息・

配当収入

　
主な収益の源泉調達

コスト

売買・

償却損益

評価損益

増減

その他（特金運用等）

合計

（※2）（※1）

＜評価損がある投資への対応＞

　◇外貨債券（為替ヘッジ無）については分配金を享受しながら当面継続保有

　◇オルタナティブについてはリーマン・ショック後のパフォーマンスは回復してきており当面継続保有

＜評価損がある投資への対応＞

　◇外貨債券（為替ヘッジ無）については分配金を享受しながら当面継続保有

　◇オルタナティブについてはリーマン・ショック後のパフォーマンスは回復してきており当面継続保有
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（単位；億円） （単位；億円）

２４/３ ２４/３

自己資本 4,122 自己資本 3,820

Tier１ 3,174 コアTier１ 3,790

Tier２ 1,008 普通株式・内部留保 3,080

有価証券評価損益 479 その他包括利益 890

土地再評価差額 157 控除項目（△） 180

劣後ローン 370 その他Tier１・Tier２ 30

リスクアセット 31,546 リスクアセット 32,200

自己資本比率 13.06% 自己資本比率 11.86%

Ｔｉｅｒ１比率 10.06% 最低水準（＋資本保全ﾊﾞｯﾌｧｰ） 10.50%

コアTier１比率 11.75%

最低水準（＋資本保全ﾊﾞｯﾌｧｰ） 7.00%

バーゼルⅢへの対応

　　

　　従来の自己資本 ＜連結ベース＞従来の自己資本 ＜連結ベース＞ バーゼルⅢ基準での試算 ＜連結ベース＞バーゼルⅢ基準での試算 ＜連結ベース＞

資本保全バッファーも確保　
⇒　従来どおりの配当が可能

バーゼルⅢの影響は限定的で、現状でコアＴｉｅｒ１比率７％を十分上回っている　　

自己資本比率向上

への具体的対策

自己資本比率向上

への具体的対策

収益性の向上によるコアＴｉｅｒ１の蓄積

有価証券ポートフォリオの見直し および リスク管理の高度化によるリスクアセットの削減

有価証券評価益

土地評価差額

劣後ローン

Ｔｉｅｒ１

試算

普通株・
内部留保

その他
包括利益

コアＴｉｅｒ１

○バーゼルⅢ完全実施ベース

・有価証券評価益・土地再評価差額

（税効果勘案後）をコアＴｉｅｒ１に算入。

・劣後ローン、連結子会社の少数株主

　持分は資本不算入。

・資産相関引上げ等、リスクアセットの

　増加要因も反映。

＜試算の前提＞

○グランドファザリングにより劣後ローン

を資本算入した場合、自己資本比率は

約１％上昇する。
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ＣＳＲ活動の状況Ⅰ
環境保全関連活動

◆ 「森のあるまちづくり」をすすめる会

～参加団体５７団体、植樹累計本数は２万６千本を突破～

　～今治市において２回目となる共同植樹祭を開催～

◇ 公益信託「伊予銀行環境基金『エバーグリーン』」

～助成の累計は５７先、１,９９６万円～

地域文化助成活動

社会福祉貢献活動

◆ 伊予銀行地域文化活動助成制度

　～平成４年以来、「草の根」文化活動をお手伝いして２０年～

　～助成の累計は８９６先、１億７,１０４万円～

　～２００８年メセナ大賞部門「地域文化支援賞」受賞～

　～２０周年記念事業として「えひめ南予いやし博２０１２」当行独自企画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　「い～ＹＯ！なんＹＯ！きなはいＹＯ！」開催～

◆「介助専門士」の資格取得を推進

　～高齢の方や障がいのある方が安心できる介助を提供～

◇ 財団法人 伊予銀行社会福祉基金

　～昭和５１年以来、福祉の向上に取り組んで３５年～

　～奨学金の無償給付や福祉機器贈呈等の累計は５億円超～

「い～ＹＯ！なんＹＯ！きなはいＹＯ！」イベントの様子

「『森のあるまちづくり』をすすめる会」

第２回共同植樹祭（於 今治市）の様子

「介助専門士」研修の様子
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地域経済・産業活性化活動

ＣＳＲ活動の状況Ⅱ

◆ビジネスマッチング

　～東京「銀座三越」で「愛媛県フェア」を開催し地元食材をＰＲ～

　～花王・東芝から専門家を招き「ものづくり関連セミナー」を開催～

◇いよぎん地域経済研究センター　「ＩＲＣニューリーダーセミナー」

　～地域の明日を担う若手経営者を２３年間に亘って８９０名輩出～

　～「ファミリービジネス大賞 特別賞」を受賞～

地域スポーツ振興活動

地域教育サポート活動

◇男子テニス部、女子ソフトボール部

　～地域のスポーツ振興に貢献～

　～ともに日本リーグで活躍～

松山市主催「スポーツ＆サイエンステニスフェスタ」に参加、協賛協力

　～当行イメージキャラクター クルム伊達公子さんと当行テニス部が参加～

◆金融教育活動

　～「第６回 エコノミクス甲子園 愛媛大会」を開催し、高校生の金融知力を向上～

　～「キッズセミナー」や「職場体験学習」を通じて、地域の若い世代を育成～

　～教員向け研修を実施し、地域の教育活動を支援～

「スポーツ＆サイエンステニスフェスタ」の様子

教員向け研修の様子

銀座三越で開催した「愛媛県フェア」の様子
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　■ 地公体との連携による地域や産業の

　　 活性化に向けた支援

　■ 外部機関との連携による第一次産業の

　　　サポート
創業・新事業のご支援

成長・経営改善のご支援

事業再生のご支援

事業承継のご支援

■ 地域のネットワークを
　 活用した創業・新事業
　 支援の取組み

■ Ｍ＆Ａを活用した
　 事業承継のご支援

■ ビジネスマッチング
　 による販路拡大や
　 海外進出等のご支援

■ 多様な再生スキームを
　 活用した事業再生への
　 取組み

お取引先企業の
ライフステージ等

当行の取組み

　■ 研修や行外派遣等を通じた

　　 専門的な人材の育成

　■ 専門的なノウハウを持った

　　 外部機関等との連携

お取引先企業に対するコンサルティング機能の発揮 地域の面的再生への積極的な参画

取組みを強化するための
推進態勢の整備

地域密着型金融の取組み状況
「企業理念の実践と企業理念に基づく中期経営計画の着実な取組みを通じて、

地域経済の活性化に貢献する」ことを基本方針として、地域密着型金融を推進

地域密着型金融に関する当行の取組み

　　


